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　東日本大震災にて被災した仮設住民を対象とした心理教育の効果を検討した。対象は岩手県Ａ市（沿岸被災地）
の仮設団地で実施された災害後の臨床心理学的地域援助プログラムに参加した住民 157 名（男性 17 名・女性 89 名・
性別不明 51 名）であった。臨床心理学的地域援助プログラムは心理教育・話し合い・リラクセーションから構成さ
れた。「心理的ストレス反応測定尺度（Stress Response Scale-18）」を心理教育前後に実施して、心理教育の効果が
検討された。その結果、心理教育前後で心理的ストレス得点の低下（男性 p=.028、女性 p=.001）が認められ、心理
教育の有効性が示唆された。最後に、本研究の課題と限界が検討された。
キーワード：心理教育の効果　　日常生活ストレス反応　　東日本大震災

　This study examined the effect of psychological education for temporary residents affected by The Great East 
Japan Earthquake. Subjects were 157 residents （male 17 and female 89, unanswered  51） who participated in the 
Psychological Community Support Program（PCSP） that has been carried out in a temporary housing of Iwate 
Prefecture A City（coastal disaster area）. PCSP consisted of psychological education for the variety of responses 
after the disaster, sharing and relaxation. We have asked to answer the Stress Response Scale-18 before and after 
the “psychological education to assess the effectiveness of it”. As a result, decline of the psychological stress after 
the “psychological education” has been shown （male p = .028, female p = .001）, and effects of the “psychological 
education” have been indicated. Finally, the issues and limitations of this study were discussed.
Keywords：effects of Psychological education, psychological stress responses in daily living, The Great East Japan 
Earthquake
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ている人や集団に、危機により生じる心身反応の意
味および望ましい対処に関する知識や情報を提供す
る活動をいう」と心理教育を定義し、教育現場での
予防実践例を報告している。
　これまで述べてきたように、心理教育は多くの領
域で活用され、重要視されている。東日本大震災の
心理支援活動においても、被災者や支援者に対して
多くの専門家が実践してきた。しかしながら、従来
の報告では医学的治療や提供されたプログラムの一
部分に心理教育が位置づけられて、介入が実施され
ている。その結果、介入効果に貢献した重要な要因
のひとつとして説明されているものの、心理教育そ
のものの効果が検討されているとはいえない。大規
模自然災害後の地域住民等の集団を対象とした心理
教育は、「生命危機ストレス」と「生活環境ストレス」

（岩井・加藤 ,2006）の軽減を目的として単独で実施
されることが多い。それ故に、心理教育のみを実施
した場合の効果検討は、その場の状況に合わせた有
効なプログラム検討のためにも必要なことと考えら
れる。
　そこで、本研究では、東日本大震災後に設置され
た仮設住宅にて住民を対象として実施された心理教
育の心理的ストレス軽減効果の検討を目的とした。

Ⅲ．倫理的配慮
　研究協力に対する自由意思の尊重、プライバシー
の保護、心理的負担への配慮、匿名性の確保、デー
タの保管および破棄等に関する倫理的配慮、学会等
での発表の可能性があることについて、臨床心理学
的地域援助プログラム実施前に参加者へ説明し、ア
ンケートへの回答をもって同意とした。なお、本研
究は公立大学法人岩手県立大学研究倫理審査委員会
の承認を得て実施された。

Ⅳ．方法
１．対象者
　岩手県Ａ市（沿岸被災地）に設置された仮設住宅
のうち、岩手県臨床心理士会（以下、岩手県士会）
が支援担当する地域にて実施した臨床心理学的地域
援助プログラム（Psychological Community Support 
Program、以下 PCSP）に参加した住民を対象とした。
岩手県士会による支援活動は市の依頼を受けて実施
したものであり、PCSP は地域担当の市保健師との

協働事業として計画された。プログラム実施約 1 週
間前に住民へ保健師がチラシ等により案内・周知し
て、自主的な参加を募った。参加者数は表 1 の通り
である。PCSP は、2011 年 12 月から 2012 年 6 月ま
で実施された。
　PCSP は平日日中に実施されたため、参加者は全
員成人であった。

表１　心理教育プログラム参加者数

２．心理教育プログラムについて
　本プログラムは共同研究者が作成し、複数の岩手
県士会支援担当者が実施した。本研究の対象者は、
仮設住宅入居によって被災直後の「生命危機ストレ
ス」から解放されたものの、不慣れな地域での生活
や住宅、近隣関係などからの「生活環境ストレス」
を継続して感受している状況であった。また、この
状況は今後しばらく継続することも予想された。こ
のため、本プログラムは「生活環境ストレス」の軽
減を目的として、これまでのプログラムを参考に構
成された（表２）。プログラムの所要時間は 90 分か
ら 120 分を目処とした。

表 2　心理教育プログラム

　“心理教育”では、大きな災害を体験した後に、
こころと身体にどんなことが起きるかを知る、自分
の気持ちや周りの人の気持ちの変化を知る、大切な
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Ⅰ．はじめに
　2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災によっ
て、岩手県沿岸部は人命、住居、財産、慣れ親しん
だ地域の喪失に直面し、未曾有の被害を受けた。被
災直後から 5 年半が経過した現在まで、岩手県沿岸
被災地では発災からの時間経過に応じた、様々な支
援活動が実践されてきている。
　被災直後の支援は避難所設置や食事の配達など身
体的な安全確保が優先され、次いでそれらの支援が
継続的に提供されるということを通して安心感を形
成していった。身体的な安全・安心が継続的に確保
されるようになると同時に、こころのケアを目的と
した支援が行政やボランティア等により提供されて
きた。この時期の支援は「多大なストレスにみまわ
れた人に精神症状が発現するのを回避する」という
予防的観点で実施される（岩井 ,2006）。
　被災者が避難所から仮設住宅へと生活の拠点を移
動させた頃になると、被災地は本格的に復興へ取り
組む時期を迎えた。岩井・加藤（2006）は、この復
興期の被災者の心理的問題として、生活環境ストレ
スに伴う心身の変調が生じること、その結果心的外
傷後ストレス障害（Post Traumatic Stress Disorder 
以下、PTSD）が看過されて遷延化する危険性のあ
ることを指摘している。彼らによると、復興期には
平時の精神保健サービスが供給可能になるものの、
積極的に精神保健サービスを求める被災者は多くな
い。このため、精神保健スタッフが被災者の生活の
場に赴いて（アウトリーチ）活動を展開することや
孤立感軽減のために被災者同士の交流を促進するこ
とが提案されている。これらの関わりを継続する中
で支援の必要な被災者をみいだすスクリーニングが
重要視される。また、被災者がこころのケア活動を
好意的に受け入れるとは限らないことから、地域担
当保健師と協働することで、こころのケア活動に対
する被災住民の抵抗感を軽減させることにも触れて
いる。
　阪神淡路大震災以降、大規模自然災害や事件・事
故に遭った被災者・被害者に対するこころのケアの
必要性とその実践に対する社会的な理解が進み、平
時では十分に受け入れられているといえる。特に、
PTSD の発現機序や治療技法の研究は格段に進歩し
てきた（飛鳥井 ,2007；飛鳥井 ,2010；Foa et al,2009
飛鳥井監訳、2013；福地・村井 ,2012；前田 ,2008；

Okanoya et al,2015；岡野 ,2006；山本 ,2002）。これ
らの研究は個人や集団を対象として種々の技法を用
いた実践例と治療効果の有効性を報告している。そ
して、治療あるいは予防活動のいずれにおいても心
理教育の重要性を述べている。

Ⅱ．心理教育について
　心理教育は特定の領域における PTSD 治療や予
防を目的とした特殊なものでなく、多くの領域で従
来から使われてきている技法である。袰岩（1998）
は医療・教育・福祉の各領域で実践されている心理
教育の専門性と必要性の高まりを概説し、「どのよ
うな内的資質の発達を促進する必要性があるか、ど
のような能力・技能を伸ばす必要性があるか等を査
定し、被援助者に合ったプログラム・オーガニゼー
ションを行って実践するのが、心理教育である」と
定義し、その発展の可能性に触れていた。つまり、
心理教育とは、対象者の成長（回復）を促すために
必要な要因（環境・情報・資源など）を、その時の
対象者の状況に合わせて準備し、提供するものと理
解できる。
　医療領域における PTSD 治療場面での心理教育
は「治療のスタート地点であり、また、治療全体
の基礎ともなる」（飛鳥井 ,2007）、「治療の土台づく
り」（飛鳥井 ,2010）と指摘されている。これは、自
らの意志で積極的に治療へ取り組む動機づけを維持
するために、症状の意味、自分の考え方（認知）の
変化と対処方法を知ることを目的とした働きかけで
ある。前田（2012）は PTSD 治療の薬物療法におい
て成否の鍵となる治療関係構築に心理教育が必要で
あることを指摘し、過度の精神主義を助長しがちな
PTSD への対処方法を避けるために、「『災害時には、
PTSD は誰にでも起こりうる』という考えを伝える
ことが非常に大切である」と述べている。これらの
指摘は、PTSD の個別治療を始める時の動機づけや
主治医との良好な関係性構築、日常生活場面におけ
る PTSD への態度と対処方法を適切に選択するた
めに、心理教育が重要な役割を果たしていることを
意味している。
　PTSD に対する心理療法を概説する中で、岡野

（2006）は心理教育が複数の心理療法技法において
利用されており、そして最も重要な位置を占めてい
ることを指摘した。冨永（2010）は「危機に直面し

実施仮設団地数 22カ所

全参加人数 157名

男性 17名

女性 89名

不明 51名

１仮設平均参加人数 7.1名(2.5)

（　）内はＳＤ

表１　心理教育プログラム参加者数

5分 導入（保健師による事業及びアンケート説明）

8分 アンケート（pre）記入

40分 心理教育（岩手県士会会員）

9分 アンケート（post）記入

35分 話し合い

15分 リラクセーション（呼吸法、筋弛緩法、統合リラクセーション）

表2　心理教育プログラム
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る「高い」心理的ストレス反応を示した人数を性別
に抽出した結果は表 5 の通りである。

表５　性別にみた高いストレス反応を示した割合（％）

　4 段階評定では高い心理的ストレス反応を示した
男性の人数には減少が認められなかった。女性では
合計及び下位尺度において人数の減少が認められた

Ⅵ．考察
　本研究は大規模自然災害等の被災者に実施される
心理教育の効果の検討を目的として、心理教育前後
の心理的ストレスの変化を測定した。実施された心
理教育は、参加者同士の話し合いやリラクセーショ
ンを含む一連のプログラムであったが、その中の心
理教育前後の心理的ストレス変化が研究対象として
分析された。その結果、心理教育前と比較して、心
理教育後に心理的ストレスの低下が認められた。
　心理教育を通して被災／被害者に伝えられる内
容は、個々の状況に合わせて作成されてきた。山
本（2002）は社会的に高い関心を持たれた事件によ
る混乱から地域住民を守るために、状況の正しい知
識と支援機関の存在と利用を伝える内容を心理教育

（保健所広報紙）として提供した。前田（2008）は
自らに起こっていることが病的な反応であることが
わからないために（被災者が）医療機関を受診しな
いことに触れ、専門的立場から正確な情報を何度も
根気強く伝えた（心理教育）実践例を報告している。
福地・村井（2012）は、子どもたちが無防備のまま
現実に曝される状況を前に、災害の事実（災害の客
観的事実と体験した気持）と今後予想されること（今
後の復興予測と体験可能性のある気持の変化とその
対処）を心理教育として伝え、混乱を予防できたこ
とを報告した。PCSP で参加者に提供した “ 心理教
育”は大規模自然災害による被災体験を踏まえた内
容（大きな災害を体験した後に、こころと身体にど

んなことが起きるかを知る、自分の気持ちや周りの
人の気持ちの変化を知る、大切な人やものを亡くし
た悲しみ方の大切さを知る）から構成されていた。
これらは被災に遭遇した被災者に提供されることの
多い情報であり、災害により自分が体験した事象や
気持に対する正確な知識の伝達という点で先行事例
と共通している。そして、心理教育を通したこれら
の情報提供が、被災者の心理的ストレスを低下させ
る効果を持つことが明らかとなった。
　本研究の心理教育提供時期は発災後 9 ヶ月から
15 ヶ月時点であった。前述の山本（2002）は事件
後 3 ヶ月から 1 年の間、前田（2008）は事故 2 ヶ月後、
福地・村井（2012）は発災後 3 ヶ月以内の提供であり、
本研究より早い時期に提供していた。心理教育の適
切な提供時期に関する報告は見当たらないが、「傷
ついた状況を放置することにより、PTSD の深刻化
が生じ、生きづらさを形成するばかりか、地域メン
バー相互の歪みが生じる」（山本 ,2002）ことも指摘
されている。この指摘からは、できるだけ早期から
の心理教育提供が望ましいといえよう。ただし、発
災後急性期における被災者の心理状態を考慮した、
適切な内容とすることが望まれる。本研究の対象者
は 2011 年 8 月以降から仮設住宅に入居を始めてい
ることから、PCSP は被災者の安全安心が確立した
状況で提供されることが妥当と考えられる。
　本研究では、女性の”抑うつ・不安”と”不機嫌・
怒り”の心理的ストレス得点が心理教育前と比較し
て低下していた。金（2013）は被災を体験して不安
を感じている住民が抑うつ的になることやその二次
的影響の生じることを指摘している。そして、不安
や二次的影響への対策として心理教育の必要性をあ
げていた。彼は「不安の原因となる現実的な出来
事、懸念について情報を収集するとともに、そのよ
うな不安を感じることは当然であること（ノーマラ
イズ）、また事態の収束とともに不安は軽減してい
くことが多いことを伝える」ことを指摘し、「話す
ことによって不安を軽減しようと力むことは禁物で
ある」とさえ述べている（金 ,2013）。
　阪神淡路大震災後に効果的な心理的介入方法とし
てデブリーフィングが紹介されたものの、現在はそ
の無効性が確認されている（小澤 ,2010）。今回の被
災者支援においても体験を話すことを促すのでな
く、むしろ、安全安心な環境で正しい知識を伝える

中谷敬明・山田幸恵・藤澤美穂・佐藤正恵

人やものを亡くした悲しみ方の大切さを知ること
を、パワーポイントと発表原稿を用いて提示し、実
施場所と担当者が変わっても、毎回同じ内容が伝わ
るようにした。プログラムに提示している“話し合
い”は単に被災体験を言葉にして伝え、聴いてもら
うことだけでなく、各々の被災体験やその時の不安
等の感情を共有することを通して、そのような感情
を感じることは当然である（金 ,2013）と理解して
もらうことを目的としている。担当者には各項目の
目的を理解してもらった上で、“話し合い”と“リ
ラクセーション”ではファシリテーターを担当して
もらった。
　なお、心理教育後の”話し合い”や”リラクセー
ション”の影響を排除するため、対象者には”心理
教育”実施前後にアンケート記入をしてもらった。
３．アンケート項目について
　本研究が対象とした心理教育は避難所が閉鎖さ
れ、被災者全員が仮設住宅に入居した時期であっ
た。この時期は身体的な危機を感じることはなかっ
たが、不慣れな環境で、新たな生活への適応が被災
者に求められ始めた時期であった。そのため、岩井・
加藤（2006）が指摘した生活環境ストレスの影響を
被災者が受けやすい時期と予想され、心理教育の効
果を検討する項目として心理的ストレスを指標とし
て利用することが妥当と判断された。
　アンケート項目は、鈴木・嶋田ら（1997）が作成
した心理的ストレス反応測定尺度（Stress Response 
Scale-18 ; 以下、SRS-18）を利用し、その得点を効
果指標とした。SRS-18 は、日常的に経験する心理
的ストレス反応を測定することが可能であり、かつ
簡便に用いることができる尺度である。日常生活の
中で経験するストレス場面における「心理的ストレ
ス反応」を多面的に測定する 18 の質問項目（“抑う
つ・不安”、“不機嫌・怒り”、“無気力”の 3 つの下
位尺度）から構成され、回答は「全くちがう｣ から
｢その通りだ｣ の４件法で得られる。得点は 0 ～ 54
点の範囲であり、合計が高得点ほど高い心理的スト
レス状態にあることを示している。
　アンケートは 2 枚（pre と post）を一対にして留め、
参加者に配布した。項目への回答以外に性別のみ記
載してもらった。
４．統計解析
　統計解析には SPSS Ver.23 を利用し、分析対象が

11 名以上の場合は対応のある t 検定、10 名以下の
場合は Wilcoxon の符号付き順位検定を採用した。
有意水準は 5% とした。

Ⅴ．結果
　全プログラム参加者 157 名のうち、心理教育前後
のアンケートに未記入項目が認められた 63 名と性
別未記入の 31 名を除外した。その結果、63 名が分
析対象者となった。分析対象者の内訳は表３の通り
である。

表３　分析対象の内訳

１．心理教育前後の心理的ストレス変化
　心理教育前後で得られた SRS-18 の心理的ストレ
ス得点は表４の通りである。標準化作業において
SRS-18 結果に性差が認められたため、男女別に分
析を行った。

表４　心理教育前後のストレス変化（SRS-18）

　男性では合計得点（p=.028）で有意差が認めら
れ、心理教育後の心理的ストレス低下が示され
た。しかしながら、3 つの下位尺度得点に有意差
は認められなかった（抑うつ（p=.066）、 不機嫌

（p=.194）、無気力（p=.380））。女性では合計得点を
含め全ての下位尺度得点に有意差が認められ、心理
教育後の心理的ストレス低下が示された（合計（t

（52）=3.64,p=.001） 抑 う つ（t（52）=3.49,p=.001）、
不 機 嫌（t（52）=3.88,p=.000）、 無 気 力（t（52）
=2.77,p=.008））。
　SRS-18 の 4 段階評定（鈴木・嶋田ら ,2007）によ

分析対象者数 63名

男性 10名

女性 53名

表３　分析対象の内訳

抑うつ 不機嫌 無気力

Pre 14.0(2.0) 4.0(4.4) 4.9(3.4) 5.1(4.5)
Post 12.1(2.0) 3.2(4.2) 4.3(2.9) 4.6(5.1)

Pre 21.3(12.3) 7.7(4.9) 6.6(4.6) 6.9(4.3)
Post 16.2(12.7) 5.8(4.8) 4.9(4.4) 5.4(4.6)

表４　心理教育前後のストレス変化(SRS-18)

合計
下 位 項 目

男性

女性

男性 Pre Post Pre Post

合計(32点以上) 10.0(1) 10.0(1) 合計(33点以上) 20.8(11) 9.4(5)

抑うつ(11点以上) 10.0(1) 10.0(1) 抑うつ(13点以上) 15.1(8) 13.2(7)

不機嫌(13点以上) - - 不機嫌(14点以上) 9.4(5) 5.7(3)

無気力(10点以上) 10.0(1) 10.0(1) 無気力(12点以上) 16.9(9) 13.2(7)

表５　性別にみた高いストレス反応を示した割合（％）

女性

(　)内は人数 (　)内は人数



—  30  — —  31  —

岩手県立大学社会福祉学部紀要　第 19 巻　（2017. ３）31 − 44中谷敬明・山田幸恵・藤澤美穂・佐藤正恵

ことに焦点を置いており、その介入の妥当性が示さ
れたと考えられる。
　本研究の結果は、前田（2012）と金（2013）の指
摘を支持するものであり、状況や被災者心理に関す
る適切な情報や正しい知識を提供することで被災者
の心理的ストレス低下を促した後に、被災体験の共
有やリラクセーションを実施する等の今後の PCSP
構成をも示唆する結果と考えられる。
　最後に、本研究は PCSP の実施現場をフィールド
としたため、１）対象群設定、２）性差の検討、３）
心理教育前の知識や心理教育後の理解の確認の点で
課題が残った。本研究が心理教育自体の効果の検討
を目的としたことから、対照群との比較研究が望ま
しいと考えられる。また、心理教育前後において男
性の心理的ストレス低下が示されたが、参加者数
が限られていたことや 4 段階評定で変化が認められ
なかったことから、対象数を増やして検討する必要
がある。心理教育前後の知識や理解の確認は住民の
負担軽減や少数支援者による活動の効率性の担保と
いった側面から実施しなかった。この点はフィール
ドワーク研究における限界と考えられた。
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　少子高齢化社会の先陣を切るわが国では、医療や介護の需要が高まるなかでこれらの分野の労働力をいかに確保
していくのかという問題に直面している。こうしたなかで、介護を中心に医療・福祉分野において外国人労働者を
受け入れる制度も運用されはじめている。
　本稿では、先駆的な取り組みを行うシンガポールを事例として、医療・福祉分野における外国人労働者受け入れ
の実態を考察する。シンガポールの事例を手がかりに、医療・福祉分野において外国人労働者を受け入れることの
意義を検討するとともに、その課題として外国人労働者のディーセント・ワークの確立が急務であることを指摘する。
そのうえで、わが国の医療・福祉分野における外国人労働者受け入れの今後の展望を探る。
キーワード：外国人労働者　　少子高齢化　　医療専門職　　家事労働者　　労働組合

　The declining birth rate and ageing of the population in Japan have altered the manpower dynamics in the field 
of medical and welfare services. Under these circumstances, Japan has begun to accept foreign labour to respond 
to the growing manpower demand for medical and elderly care, especially in the area of nursing care for the 
elderly.
　This paper describes the reality of acceptance of migrant labour in the field of medical and welfare services, 
based on the Republic of Singapore as one of the leading cases. The case study in Singapore not only offers 
suggestions about the significance of international recruitment in the field of medical/elderly care but also provides 
insights into issues like ensuring guarantee of the right to decent work. In addition, this study also examines the 
prospect of acceptance of foreign labour in the fields of medical/elderly care in Japan.
Key words：foreign labour, a declining birth rate and ageing of the population, medical profession, domestic 
worker, trade union

医療・福祉分野における外国人労働者受け入れの展望
― シンガポールの取り組みを手がかりに ―
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